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特集膂
化石資源を用いない水素製造技術
―持続可能な水素エネルギーシステムへの鍵―
環境・エネルギーユニット 大森　良太
今日、われわれは地球規模のエ
ネルギー・環境問題に直面し、３
Ｅ問題の克服、すなわち、エネル
ギー供給、環境保全、経済成長の
同時達成が求められている。
こうした中、大きな関心を集め
ているのが、燃料電池をはじめと
する水素エネルギ－利用システム
である。将来的には、水素は電気
と共に中心的な二次エネルギーと
しての役割を担っていくものと期
待されている。
水素エネルギーの普及にあたっ
ては、燃料電池や水素の製造・輸
送・貯蔵・利用等に関連する多く
の要素技術開発やインフラ整備が
必要である。国際的にも競争が激
化する中、わが国の産業界や学界
では多大なリソースを燃料電池・
水素エネルギー関連の研究開発に
あて、それらの成果は続々と学術
誌やマスメディアに発表されている。
政府も推進戦略の構築や予算的
措置に積極的に取り組んでいる。
総合科学技術会議は今年6月に取
りまとめた「平成15年度の科学
技術に関する予算、人材等の資源
配分の方針」1）において、エネル
ギー分野の「特に重点的に推進す
べき領域・事項」として、燃料電
池・水素利用を冒頭に挙げている。
また、経済産業省の燃料電池実
用化戦略研究会は、燃料電池導入
の意義として「省エネルギー効
果」、「環境負荷低減効果」、「エネ
ルギー供給の多様化・石油代替効
果」、「分散型電力エネルギーとし
ての利点」、「産業競争力強化と新
規産業創出」の5項目を挙げ、燃
料電池を21世紀のエネルギー・
環境分野におけるキーテクノロジ
ーと位置付けている2）。
燃料電池は、水素と酸素が水に
なる過程から電気を取り出す、い
わば水素を燃料とする発電機であ
る。燃料電池自体からは水しか排
出されない。ただし、水素は単体
としては天然にほとんど存在せ
ず、化石資源、バイオマス、水な
どから製造する必要がある。
現在のところ、当面は天然ガス
等の化石資源から大半の水素を製
造して行かざるを得ないとの見方
が支配的である。これは、化石資
源を用いない水素製造技術に多く
の課題があり、その実用化や普及
にはまだ相当の時間がかかると見
込まれているためである。
しかしながら、化石資源の節約
や地球温暖化ガス排出の削減の観
点から、長期的には、化石資源を
用いない水素製造技術に移行して
いくことが望まれる。再生可能エ
ネルギーや原子力エネルギーを利
用して水やバイオマスから水素を
製造する技術が普及すれば、水素
エネルギーシステム全体として、
化石資源の消費や地球温暖化ガス
の排出が大幅に低減される（より
定量的な検討は3‐3節で行う）。
このような持続可能な水素エネル
ギーシステムの実現に対する期待
が、今日の燃料電池・水素エネル
ギー研究のバックボーンとなって
いる。図表１に水を原料とした水
素をベースとする水素エネルギー
サイクルを示す。
このような“理想的なシステム”
がいつ、どのような形で実現する
かについての見通しは、今後の燃
1．はじめに
図表１　水からの水素をベースとする水素エネルギーサイクル3）
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料電池・水素エネルギーの研究開
発戦略や導入・普及に向けた政策
の意義やあり方を大きく左右す
る。従って、その実現にとって不
可欠な化石資源を用いない水素製
造技術のポテンシャルを見定めて
おくことは、わが国の長期のみな
らず短中期のエネルギー政策や研
究開発戦略の策定にとって極めて
重要と考えられる。
以上より、本稿では化石資源を
用いない水素製造技術に焦点をあ
てる。水素エネルギーや燃料電池
についての基礎事項に簡単に触れ
た上で（２章）、３Ｅ問題の解決
にとっての意義を既往の研究例を
基に定量的に検討し（３章）、さ
らに、主な技術の研究開発動向を
概観し（４章）、本稿のまとめと
提言を述べる（５章）。
21世紀のエネルギーシステムに
おいて、水素は電気と共に中心的
な二次エネルギーとしての役割を
担うと期待されている。電気と水
素は互いに容易に変換でき、以下
のように補完的な存在である4）。
蘆水素は大量に貯蔵できるが電
気はできない
蘆電気はものを移動させずにエ
ネルギーを輸送できるが水素
はできない
蘆水素は化学燃料または化学工
業原料となれるが電気はなれ
ない
蘆電気は情報の加工や貯蔵にも
使えるが水素は使えない
蘆水素は長距離の輸送に適して
いるが、電気は短距離の輸送
に適している
今日、水素エネルギーの利用シ
ステムとして最も期待されている
のは燃料電池である。燃料電池の
原理は、水の電気分解の逆であり、
水素と酸素が水になる反応から電
気を取り出す。図表２に示すよう
に、燃料電池は電解質の種類によ
って、固体酸化物形（SOFC）、溶
融炭酸塩形（MCFC）、リン酸形
（PAFC）、固体高分子形（PEFC）
の４つのタイプに分類される。主
な用途は、燃料電池自動車（FCV）、
家庭用・事業所用の定置電源（コ
ジェネレーションシステムも含
む）、ポータブル機器電源等である。
図表３に燃料電池実用化戦略研
究会の報告書に明示された「期待
する導入目標」を示す（固体高分
子形燃料電池が対象）。
先に述べたように、水素は単体
では天然にほとんど存在しない。
従って、燃料電池の燃料となる水
素をオンサイトまたはオフサイト
で製造しなければならない。例え
ば、燃料電池自動車であれば、他
の場所で水素を製造してこれを輸
送し利用するか（純水素型燃料電
池自動車）、メタノールやガソリ
ンなどから水素を製造する装置
（改質器）と組み合わせて用いる
か（改質型燃料電池自動車）、い
ずれかの方式となる（注１）。燃料電
池の導入による石油代替効果、省
エネルギー効果、環境負荷低限効
果等は、燃料や製造方法に大きく
依存する。
本章では、はじめに水素の需給
2．水素エネルギーと燃料電池
固体酸化物形 溶融炭酸塩形 リン酸形 固体高分子形
（SOFC） （MCFC） （PAFC） （PEFC）
電 解 質 安定化ジルコニア 炭酸塩 りん酸 イオン交換膜
燃　　料 水素、 水素、
水素 水素（反応物質） 一酸化炭素 一酸化炭素
作動温度 900～1,000℃ 650～700℃ 200℃ 70～90℃
発電効率
45～55％ 45～50％ 40～45％ 35～40％（HHV）
高発電効率 高発電効率 実用化に近い 低温作動可能
特　　徴 内部改質可能 内部改質可能 起動・停止が 高エネルギー密度
困難 起動・停止が
比較的容易
開発状況 実証段階 実証段階 商品化段階 実用化間近
集中大規模発電、 集中大規模発電、 分散電源、コジ 自動車、家庭用
用　　途 分散電源、コジ 分散電源、コジ ェネレーション コジェネレーシ
ェネレーション ェネレーション ョン、ポータブ
ル
図表２　各種燃料電池の比較5，6）
期間 期の位置付け
期末での導入目標
燃料電池自動車 定置用燃料電池
現在～2004年 基盤整備・ － －
技術実証段階
2005年～2010年 導入段階 約5万台 約210万kW
2010年～2020年 普及段階 約500万台 約1000万kW
図表３　燃料電池実用化戦略研究会として期待する導入目標（累積）3）
3．化石資源を用いない水素製造技術の意義 ―3E問題解決の視点から
22
科学技術動向　2002年10月号
動向と製造方法を概観する。その
上で、燃料及び製造方法による、
省エネルギー効果や温室効果ガス
排出削減効果の差異についての既
往の解析例を紹介し、化石資源を
用いない水素製造技術の意義を明
らかにする。
３‐１
水素の需給動向
世界の水素生産量は年間約
5,000億Nm3（Nm3：0℃、1気圧
の条件下でのm3）である。大部
分は天然ガス等の化石燃料の水蒸
気改質により生産され、約40％
がアンモニア合成、約20％が石
油精製で消費されている。世界最
大級の水蒸気改質プラントの水素
製造能力は10万Nm3/hである7）。
日本では年間150～200億Nm3
の需要があり、ほぼ半分が石油精
製で使用されている。エネルギー
用としては宇宙ロケットの打ち上
げ用に液体水素が年間300～500
万Nm3用いられている5）。また、
製鉄、石油精製、エチレン製造プ
ロセスなどで、年間100億Nm3以
上の水素が副生しているが、大部
分は化学製品等の原料やエネルギ
ーとして自家消費され、外販され
る割合は1%程度である。
図表３に示したように、燃料電
池実用化戦略研究会は、2020年に
おける燃料電池自動車の期待する
導入目標を500万台（累積）とし
ている。500万台の燃料電池自動
車が全て水素を搭載して走行する
ようになると年間約140億m3の水
素が必要になる8）。仮に、燃料電
池自動車が将来的にさらに普及
し、今日のわが国の乗用車保有台
数約5,300万台9）の半数の燃料電
池自動車が走行するとなると、さ
らにその5倍程度の水素が必要に
なる。定置型燃料電池などの水素
需要も考慮すればその量はさらに
増える。
このように、水素エネルギーシ
ステムが本格的に普及した際の水
素需要は、現在の供給量を大きく
超える。これをどのように製造し
ていくかが大きな課題であり、水
素エネルギーシステム全体の骨格
を規定する。
３‐２
水素の製造方法
図表４に代表的な水素製造法を
示す。原料またはエネルギーとし
て化石資源を用いる方法と用いな
い方法に大別してある。現在、化
石資源を用いる方法は工業的製造
法として確立しているが、大量の
二酸化炭素を放出する（注２）。例え
ば、今日主流となっている水蒸気
改質プロセスでは、最も二酸化炭
素の副生が少ない天然ガスを原料
とする場合でも、水素を1 m3生成
する際に約0.9 kgの二酸化炭素を
放出する7）。
一方、化石資源を用いない水素
製造法としては、盧水の電気分解
（非化石燃料起源電力）、盪水の熱
化学分解、蘯バイオマスの変換、
盻水の光分解が挙げられ、二酸化
炭素排出や化石資源消費が実質的
にゼロとなる。ただし、盧を除い
ては、技術的に未確立である。
３‐３
燃料電池利用システムの
ライフサイクルアセスメント
3‐1節で水素エネルギー利用
システムの普及に伴ない、水素生
産量を大幅に増加しなければなら
化技術を適用することにより、ゼロエミッションを達
成できるという考え方もある。最近では、二酸化炭素
の地中貯留技術への関心が高まりつつある。これにつ
いては、宮本和明：「CO2地中貯留技術を中心とした温
暖化対策技術の開発動向」、科学技術動向2002年6月号
を参照されたい。
（注１）溶融炭酸塩形や固体酸化物形の燃料電池では内
部改質が可能であり、天然ガスや石炭ガスを燃料とす
ることができる。ただし、現在のところは、自動車用、
あるいは、小規模定置電源用としての用途は考えられ
ていない。
（注２）化石資源改質による場合でも、大規模プラント
で水素を製造する場合には、二酸化炭素の回収・固定
方法 原料 エネルギー 技術的開発レベル
水蒸気改質
天然ガス、
熱 実用化レベル
LPG・ナフサ
部分酸化
LPG・ナフサ、
熱 実用化レベル
化石資源 原油、石炭
利用 接触改質 LPG・ナフサ 熱 実用化レベル
コークス炉ガス 石炭 熱 実用化レベル
電気分解 水
電力
実用化レベル
（化石燃料起源）
電気分解 水
電力
実用化レベル
（非化石燃料起源）
非化石資源 熱化学分解 水 原子力、太陽熱 実証レベル
利用
バイオマス転換 バイオマス 熱、微生物等 実証レベル
光分解 水 太陽光 基礎研究レベル
図表４　水素製造法の分類
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ないことを確認した。この際、化
石資源を用いて水素を製造しこの
増加分を満たした場合でも、燃料
電池を用いた自動車や定置電源の
エネルギー効率が既存のものより
高ければ、その分だけ化石資源の
節約、さらには、地球温暖化ガス
の排出削減が期待されることにな
る。その効果はどの程度であろうか。
これを評価するには、原料の採
掘から、輸送、燃料製造、使用ま
でに要するエネルギーを総合的に
考慮したライフサイクルアセスメ
ントが要求される。自動車の場合
にはWell-to-Wheel解析とも呼ば
れる。
二酸化炭素排出について考えて
見ると、通常のガソリン自動車は、
原油の採掘、ガソリンの製造・輸
送よりも、走行時に大部分の二酸
化炭素を排出する。これに対して、
化石資源から製造した水素を搭載
する燃料電池自動車では、水素製
造時に大部分の二酸化炭素が発生
する反面、走行時の排出はゼロと
なる。
IPCC 第三次報告書 10）では
Thomas et al.11）とWang12）のライ
フサイクルアセスメント解析結果
を引用しながら、燃料電池自動車
のエネルギー消費や温室効果ガス
排出削減効果について論じてい
る。また、わが国では新エネルギ
ー・産業技術総合開発機構
（NEDO）が実施している水素エ
ネルギー利用技術開発（WE-NET）
プロジェクト（注３）において同様
の解析がなされている13）。本節で
はこれらを基に、燃料電池システ
ムの化石資源節約効果と温室効果
ガス排出削減効果について検討する。
はじめに、化石資源節約効果に
ついて見る。Thomas et al.は、既
存のガソリン車に比べ、純水素型
燃料電池自動車、および、メタノ
ール車上改質型燃料電池自動車の
燃費（注４）は、それぞれ 75 ～
250％、25～125％向上するとし
ている。一方、Wangによれば純
水素型燃料電池自動車、および、
メタノール車上改質型燃料電池自
動車の燃費向上は180～215％と
110～150％と評価されている。
また、WE-NETの評価では、ガ
ソリン車上改質型燃料電池自動車
の燃費は現行ガソリン車より３倍
程度良好と評価されている。その
他、コークス炉副生水素を用いた
り、天然ガス起源の液体燃料を車
上改質する場合にも40～60％の
エネルギー消費低減効果がある。
ただし、ガソリンハイブリッド車
や電気自動車の場合でも同程度の
効果がある13）。
化石資源を燃料やエネルギーと
して用いずに生産した水素を搭載
する燃料電池自動車のトータルで
見たエネルギー消費は、水素製造
に用いるエネルギー源、製造場所、
輸送方法などに大きく依存する。
また、再生可能エネルギーをエネ
ルギー消費として算入すべきかに
ついても議論がある。いずれにし
ても、化石資源の消費は大幅に低
減されることは確実である。
次に、温室効果ガス排出削減効
果について、図表５にWangのラ
イフサイクルアセスメント結果の
一部を示す（米国の乗用車を仮
定）。温室効果ガス排出量は、燃
費についての結果と概ね同じ傾向
を示す。現行ガソリン車に比べ、
ガソリンやメタノールを車上改質
する場合は約1/2、天然ガス（メ
タン）から製造した水素を搭載す
る場合は4割程度となる。また、
電気自動車は発電源構成に依存す
るが、全米平均では約1/2であり、
ガソリンハイブリッド車も同程度
である。一方、太陽光から水素を
製造する場合には排出を大幅に削
減できることが分かる。
以上は燃料電池自動車について
の評価であったが、定置用燃料電
池分散電源についてはWE-NET
で評価が実施されている13）。これ
によれば、発電のみの利用を考え
た場合、現在の大規模発電システ
は終了を一年繰り上げ、平成14年度で終了し、平成15
年度から発足する「水素安全利用等基盤技術開発」プ
ロジェクトに統合されることになっている。
（注４）本節では原料の採掘から自動車の運転までのト
ータルエネルギー消費を意味する。
（注３）水素による再生可能エネルギーのグローバルな
利用を目指して平成5年度より発足した。平成10年度
に第｡期研究開発計画（6年間の研究開発費総額約100
億円）が終了し、平成11年度より第｢期研究開発計画
が進捗している。なお、第 ｢期WE-NETプロジェクト
図表５　温室効果ガス排出のライフサイクルアセスメント12）
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ムとエネルギー効率や二酸化炭素
排出量に関しほぼ同程度であり、
高効率のLNG複合サイクル発電
よりも劣る。コジェネレーション
システムとしての燃料電池を考え
た場合にも、都市ガスや軽油をそ
のまま用いるコジェネレーション
システムと比べて同程度かやや劣
る程度である。
要するに、化石資源を用いて水
素を製造する場合でも、特に燃料
電池自動車の場合にはかなりの化
石資源節約効果と温室効果ガス排
出削減効果が見込まれる。ただし、
燃料電池自動車の場合にはガソリ
ンや天然ガスのハイブリッド車、
電気自動車などとの競合、定置型
燃料電池の場合には都市ガスなど
を直接利用するコジェネレーショ
ンシステムとの競合があり、それ
らの競合技術に対する燃料電池シ
ステムの優位性は明確ではない。
これに対し、化石資源からでは
なく、水やバイオマスから再生可
能エネルギーや原子力を用いて水
素を製造すれば化石資源の消費や
二酸化炭素排出は実質的にほぼゼ
ロになる。3E問題の克服の観点
からは、できるだけ早期に化石資
源を用いない水素製造法を普及さ
せることが望まれる。図表６に化
石資源によらない水素製造技術へ
の移行のイメージを示す。
本章では、化石資源を原料とし
てもエネルギーとしても用いない
水素製造方法を盧水の電気分解、
盪水の熱化学分解、蘯バイオマス
の転換、盻水の光分解の４つのカ
テゴリーに分け、それぞれの技術
開発動向について概説する。
４‐１
水の電気分解
水の電気分解は水素製造法とし
て最もシンプルなものである。た
だし、火力発電のように化石資源
を燃焼させて発電した電力を用い
てこれを行う場合には、発電時に
大量の二酸化炭素を排出すること
になる。一方、原子力や再生可能
エネルギー（水力を含む）による
電力を用いて水の電気分解を行え
ば、化石資源の消費や温室効果ガ
スの排出は実質的にゼロとなる。
ただし、電力は価値の高いエネ
ルギー形態であり、これを大規模
水素製造に使用するにあたって
は、他の電力需要とのバランス、
エネルギー供給トータルコストの
最小化などを考慮する必要があ
る。一義的には、設備利用率向上
のための夜間オフピーク電力の活
用や風力発電所の系統連系のため
の出力平準化などの観点での導入
が着目されよう。
水の電気分解プロセスは、アル
カリ水電解法と固体高分子電解質
水電解法に大別される。アルカリ
水電解法はすでに商業プラントで
用いられており、構造が簡単であ
るが、エネルギー変換効率が低い
上、腐食の問題がある。図表７に
固体高分子電解質水電解法の原理
図を示す5）。フッ素樹脂系の固体
高分子電解質膜を白金族触媒の電
極、多孔質性の給電体、通電板で
はさむ構造になっている。給電体
は給電と気液の流路としての役割
を兼ね、水は陽極側の給電体に供
給され、水素は陰極側の給電体か
ら発生する。まだ、商業化には至
っていないが、エネルギー変換効
率が高く、装置のコンパクト化が
可能、アルカリ水溶液を用いず腐食
の問題がないなどの長所を有する。
WE-NETプロジェクトでは、
平成5年以降、固体高分子電解質
水電解法に関する技術開発を実施
している。平成14年2月には、高
松の四国総合研究所構内にオンサ
イト水素製造型の水素供給ステー
ション（最大水素製造能力
4．化石資源を用いない水素製造技術の研究開発動向
図表６　化石資源によらない水素製造技術へのシフト
図表７　固体高分子電解質水電
解法の原理図5）
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30Nm3/h、実用規模の約1/10）が
完成した（図表８）。
４‐２
水の熱化学分解
水を熱により直接分解するため
には理論的には2,500℃以上の高
温を必要とする。しかし、いくつ
かの熱化学反応を組み合わせるこ
とにより、1,000℃以下の熱で水
を分解する熱化学サイクルが多数
提案されている。二酸化炭素を排
出しない熱源として、原子炉の核
熱や太陽熱の利用が考えられてい
るが、特に水素の大規模製造が可
能な原子炉の核熱の利用が近年注
目されている15）。
水分解熱化学サイクルの中で、
今日、最も精力的に研究がなされ
ているのは、日本原子力研究所が
中心となって研究を進めているIS
プロセス16）である。ISプロセス
は米国ゼネラル・アトミクス社に
より考案された手法であり、以下
の3つの化学反応で構成され、原
料水と反応させるヨウ素（Iodine）
および硫黄（Sulfur）から生じる
化合物をプロセス内部で循環使用
させることで、外部に有害物質が
排出されない工夫がされている。
現在のところ、ISプロセスの熱
源としては高温ガス炉が想定され
ている。高温ガス炉は900℃を超
える熱を取り出すことができ、固
有安全性が高い。軽水炉から取り
出せる熱は300℃程度であるため
用いることができない。
日本原子力研究所では、2001年
にISプロセスによる連続水素製造
装置（水素製造量毎時50リット
ル規模）を完成し、試験研究に着手
した。さらに、同研究所が試運転し
ている高温工学試験研究炉（HTTR）
と連結させる予定である16）。図表
９に本装置の外観を示す。
100万kWeの高温ガス炉により
１年間に（運転時間7,000時間）、
34億Nm3の水素が製造可能であ
る（水素生成熱効率＝50%）。一
方、同じ出力の軽水炉で電気分解
により水素を生成する場合には年
間17億Nm3が生成される4）。熱分
解法は電気分解法に比べ、熱を電
気に変換する際のロスがないた
め、トータルのエネルギー効率が
高くなる。また、高温ガス炉とIS
プロセスを組み合わせた場合の水
素製造コストは、今日商用化され
ている化石資源の水蒸気改質法の
1.5倍との評価結果がある4）。
原子力プラントでの水素製造
は、そのエネルギー出力および密
度の高さから、大規模な水素製造
が可能であり、将来の大きな水素
需要を環境制約、資源制約を満た
しつつ賄うオプションとして期待
される。ただし、現在の原子炉の
主流である軽水炉の核熱を利用可
能な熱化学サイクルは見出されて
いない。
４‐３
バイオマスの転換
バイオマスとは植物起源の有機
資源―農林水産系廃棄物、生ごみ、
エネルギー作物等―であり、これ
らに由来するエネルギーをバイオ
エネルギーと呼ぶ。バイオエネル
ギーは資源量が膨大であり、また、
トータルでは二酸化炭素を排出し
ないエネルギー源として地球温暖
化対策オプションとしても注目さ
れている。バイオエネルギーを利
用したり（燃焼熱、発電、液体燃
料など）、あるいは、本節で述べ
るようにバイオマスを原料として
水素を製造する際には二酸化炭素
が発生するが、その量はそのバイ
オマスの起源である植物が成長す
る過程で大気中から固定した二酸
化炭素の量に等しい。従って、ト
ータルで見るとバイオマスの利用
は大気中の二酸化炭素濃度を増加
させない（カーボンニュートラル）。
バイオマスの形態は多様であ
り、水素製造方法も様々なものが
考えられる。乾燥系バイオマスの
場合には、基本的には熱化学的ガ
ス化プロセスにより水素を製造で
きる。この際、反応温度を高める
ために、バイオマス自身の燃焼熱
を利用することが一般的である。
ただし、水素の他に、一酸化炭素
や炭化水素系ガスが発生するた
め、これらの副生物の改質や除去
が必要となる。
一方、含水率の高いバイオマス
の場合には、メタン発酵プロセス
が実用化の段階に達しており、生
図表８　水電解法によるオンサ
イト水素製造型の水素
供給ステーション14）
図表９　水の熱化学分解（ISプ
ロセス）による連続水
素製造装置（日本原子
力研究所）16）
ブンゼン反応 2H2O＋xI2＋SO2＝2HIX + H2SO4 室温～100℃
ヨウ化水素分解反応 2HI＝H2＋I2 400℃
＋ 硫酸分解反応 H2SO4＝H2O＋SO2＋1/2O2 800℃
H2O = H2＋1/2O2
（左手前：プンゼン反応工程の機器、同奥
側：硫酸分解反応工程の機器、右奥側：ヨ
ウ化水素酸の蒸留分離の機器）
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成メタンから水素を製造できる
が、発酵に数週間程度の時間がか
かる。この他、触媒による水相改
質17）、超臨界水ガス化法18）、微生
物による水素発酵法19）などが考
案されている。
なお、バイオマスの長所の一つ
として、エタノール、メタノール、
バイオディーゼルなどの液体燃料
に変換できる点があげられる。自
動車燃料としての利用を考えた場
合にも、バイオマスから製造した
メタノールや水素を燃料電池自動
車に供給する方式の他、その液体
燃料を直接自動車燃料として用い
るオプションも存在する（注5）。
４‐４
水の光分解
太陽光の光エネルギーにより、
水を分解し水素を生成する技術で
ある。以下では主に光触媒を用い
た水を直接光分解について説明す
る。1972年に二酸化チタン光電極
と白金電極で構成される電気化学
セルによる水の光化学分解、すな
わち本多・藤嶋効果20）が報告さ
れて以来、日本が世界の研究をリ
ードしている分野である。
これまでに、紫外域の光に対し
反応する光触媒材料は多数見出さ
れているが、紫外光は太陽光の入
射エネルギーの約4％にすぎな
い。従って、水素を効率的に生成
するには、太陽光の入射エネルギ
ーの約43％を占める可視光（波
長～400-700nm）のできるだけ広
い波長範囲に対して応答する光触
媒の開発が必要となる。
これまで、この条件を満たし、
安定で実用的な光触媒の開発は困
難とされてきた。しかし、近年、
いくつかの新しい研究成果が報告
され、本分野の研究が活発化して
きている。
産業技術総合研究所の荒川裕則
光反応制御研究センター長らのグ
ループは、ニッケルをインジウ
ム・タンタル酸化物にドープした
酸化物半導体 In1－ＸNi ＸTaO4
（x＝0－0.2）を用い、可視光一段
励起による水の完全分解（水素：
酸素＝2：1）に初めて成功し、
昨年Natureに発表した21）。ニッ
ケルを添加することによって、可
視域の短波長側の光に対する光触
媒活性が著しく向上する。ただし、
550 nm以上の波長に対しては、
光触媒活性は消滅する。量子効率
（注 6）は 402 nmの 光 に 対 し て
0.66％という値を得ている。また、
植物の光合成メカニズムである二
段階光励起反応を模倣した可視光
による水の完全分解にも成功して
いる22）。
東京理科大学の工藤昭彦助教授
は、紫外線照射下ではあるものの、
LaをドープしたNiO/NaTaO3を
用いて、水の完全光分解を行い、
約400 mlの反応管から20 mmol/h
（500 ml/h）という高速度で水素
を生成することに成功した23）。こ
れは水の電気分解に対比させると
1A以上の電解電流に相当し、量
子効率は波長が270nmで約50％
に達している。可視光応答性光触
媒に関しては、Cr3＋とTa5＋また
はSb5＋を共ドープしたSrTiO3や、
NaInS2，AgInZn7S9などが、犠牲
試薬（注7）存在下ではあるが、高い
水素生成活性を示すことを報告し
ている24）。
東京工業大学の堂面一成教授ら
のグループでは、太陽光中に多く
含まれる600 nm付近までの可視
領域の光に応答し、水を分解でき
る光触媒の開発を目的とし、オキ
シナイトライド・オキシサルファ
イド系光触媒材料に着目し、その
可視光応答性について検討してい
る。特に LaT iO 2N，Ta 3N 5，
TaON， Sm2Ti2S2O5等 が 600 nm
付近まで十分な吸収を示すことを
見出している25，26）。
可視光応答性光触媒の研究は、
水素生成のみならず、建物の外壁
や車内の防汚、除菌、脱臭などを
目的として、現在、活発な研究が
行われている。材料科学や触媒科
学の基礎研究としても、研究者に
とって魅力的な分野であろう。
しかし、水素生成に関して言えば、
エネルギー効率が低く、実用化に
は程遠い段階にある。実際、他の
太陽光起源の水素製造システムと
比較して見ても、太陽光発電と水
電解を組み合わせたシステムや、
バイオマスを育成し水素に変換す
るシステムよりもエネルギー効率
が1～2桁低い。可視域の長波長
側でも高い量子効率で応答するよ
うな、画期的な光触媒の開発が求
められる。
なお、上記のような半導体タイ
プの光触媒を用いるのではなく、
光合成によって水から水素を生成
する光合成微生物を介して水素を
生産する光生物的水素生産の可能
性についても検討されている19）。
光合成微生物の開発には遺伝工学
的手法も適用されている。現在の
ところは、生産に関わる投入エネ
ルギーが高く現実性に乏しく、微
生物の水素生産能を大幅に向上さ
せることが不可欠である。
（注６）入射した光子数に対する反応に関与した電子数
の割合。
（注７）生成した水素が再度酸化されて水に戻る逆反応
を防ぐために加えるメタノール等の添加物。水素の代
わりに“犠牲となって”酸化される。
（注５）これらのオプションの比較は本稿のスコープを
超えるが、ブラジルや米国の一部の州ではさとうきび
やトウモロコシから生成したエタノール、または、こ
れとガソリンの混合物が自動車燃料として普及している。
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本稿では、持続可能な水素エネ
ルギーシステム構築のキーテクノ
ロジーとして、化石資源を用いな
い水素製造技術に着目し、その意
義について、水素の将来的需要、
化石資源節約効果、温室効果ガス
排出削減効果等の観点から検討し
た。さらに、そのような技術を盧
水の電気分解、盪水の熱化学分解、
蘯バイオマスの転換、盻水の光分
解の４つのカテゴリーに分け、そ
れらの技術開発動向や課題につい
て分析した。
燃料電池はエネルギー効率が高
いため、化石資源から水素を製造
した場合でも、特に燃料電池自動
車の場合には、相当の化石資源節
約効果や温室効果ガス排出削減効
果が見込まれる。ただし、本稿で
検討した研究報告の範囲におい
て、それらの効果は他の競合する
技術オプション―ハイブリッド
車、電気自動車、複合サイクル発
電、都市ガス利用コジェネレーシ
ョンシステム等―に対して明確な
優位性は認められない。
一方、化石資源を用いずに水素
を製造した場合には、化石資源の
消費と温室効果ガス排出は実質的
にゼロとなる。この意味で、化石
資源を用いない水素製造技術は持
続可能な水素エネルギーシステム
構築のキーテクノロジーと言え
る。特に、エネルギー自給率が低い
わが国にとってその意義は大きい。
従って、わが国は本分野の研究
開発に十分なウェイトを置いて、
長期的に取り組んでいく必要があ
ろう。それらのいわば“水素製造
の本命として期待される技術”の
ポテンシャルを把握することは、
わが国の長期的エネルギー政策の
みならず、短中期的な水素エネル
ギーの研究開発戦略の構築にとっ
ても基盤的な知見を与えよう。
本稿で見たように、化石資源を
用いない水素製造技術は、水電解
法を除き基礎研究、原理実証研究
の段階にある。当面は、対象技術
を広く設定し、個々の技術の普
及・実用化の可能性を評価するこ
とが重要と考えられる。
また、関連技術の進歩や国際エ
ネルギー情勢の変化を把握しつ
つ、エネルギーシステム全体にお
ける水素の位置付けを検討してい
くことが重要である。例えば、電
気と水素の役割分担などについて
は、まだ具体像が見えてこないの
が現状である。
水素は電気と同様に2次エネル
ギーであり、エネルギーシステム
のいわば通貨としての役割を担
う。その意味で、エネルギーの生
産・変換・輸送・消費などすべて
の技術と関連することになる。水
素エネルギーを含めたエネルギー
システムのデザインには、何より
も、エネルギー関連の技術や政策
全般に通じる専門家の育成が不可
欠であろう。エネルギー分野の人
材の流動化や学会間の交流促進等
が望まれる。
再生可能エネルギーによる水素
製造は、土地、バイオマス資源、
太陽や水力等のエネルギー源が豊
富で、非電化地域の多い途上国に
おいて大きなポテンシャルを有す
ると考えられる。いずれも初期投
資が小さく、プラントの保守にも
それほど高い技術が要求されない。
わが国としても、技術開発なら
びに国際貢献の観点から、途上国
での普及に向けた移転用技術開発
や現地共同プロジェクト推進等に
積極的に取り組んでいくことは有
益であろう。
なお、本稿で取り上げた水素製
造関連技術の他、水素の貯蔵、輸
送、利用等に関する技術にもそれ
ぞれ多くの課題がある。将来の水
素製造技術のあり方も、それらの
技術の進歩状況、関連インフラの
整備状況、水素エネルギーの利用
形態等の全体の枠組みにおいて決
定すべきであることを付言する。
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